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事業計画書及び収支予算書 
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公益社団法人北海道浄化槽協会 



２０２２年度事業計画書

１ 基本方針

（１）水環境の保全に貢献する協会づくりの推進

本道の恵まれた水環境を保全し、公衆衛生の向上を図る観点から、浄化槽の

普及啓発に取り組むとともに、北海道知事の指定検査機関としての役割を担

い、法令に基づく公正な検査の実施及び行政と連携した管理者等への助言など

を通して、浄化槽の適正な維持管理がなされるよう事業を推進する。

また、協会職員の研鑽等を図る観点から教育研修を実施するとともに、会員

との協働を通して業界全体の資質の向上を図るなど、道民から期待される協会

づくりを進める。

（２）法定検査における受検率の向上及び浄化槽の信頼性の確保

   浄化槽法第７条及び第１１条で規定する法定検査を通して、浄化槽の維持管

理等に関する助言に努めるとともに、浄化槽の信頼性確保の観点から、未受検

者への事前案内などによる受検率の向上と検査事業の計画的、効率的な推進に

取り組む。

   また、無届浄化槽や無管理浄化槽を解消する観点から、行政やメーカーの協

力を得た連携対応や行政台帳との照らし合わせなどに取り組む。

（３）災害や生活排水対策に貢献する浄化槽の重要性の啓発

   東日本大震災や平成３０年北海道胆振東部地震などを契機とするインフラ

整備や地域の生活排水対策を担う浄化槽の普及を図るため、啓発用資材の作成

やＰＲ展示、市町村等への貸出と環境教育事業への支援に取り組む。

（４）浄化槽業界等の向上及び支援

   会員のニーズ等を踏まえた研鑽の場の提供及び関係機関等と連携した講習

会の開催に取り組むとともに、若手会員等にも視点を置いた協会づくりを推進

する。

（５）関係団体や行政機関等との連携

   一般社団法人全国浄化槽団体連合会や公益財団法人日本環境整備教育セン

ター等のほか、関係行政機関との連携を通して、効果的な事業運営に取り組む

とともに、道内の環境関連団体で構成する「廃棄物処理団体懇話会」の一員と

して、地域環境の保全に向けた連携と情報の共有に努める。

（６）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換

   平成 30 年 6月に「廃棄物処理施設整備計画（閣議決定）」や、２０２０年

４月から施行された改正浄化槽法に基づき、一般社団法人全国浄化槽団体連合

会や関係行政機関と連携して、既存の単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への

転換を進める。

（７）機能保証制度による浄化槽の信頼性の確保

   機能保証制度の普及と充実及び登録の推進に取り組む。

（８）中長期的な視点に立った法人運営の推進

   浄化槽に関する公益社団法人としての役割を担うため、法定検査事業の着実

な推進を図るとともに、地域社会や時代に即した事業展開と見直し、会員団体

としての将来的な人材育成に取り組む。 

-1-



２ 主な事業

（１）普及啓発

   水環境保全の観点から、浄化槽の重要性や維持管理、法定検査の必要性など

について、ホームページや会報のほか、啓発資材の提供、パネル展の開催など

を通じて、広く道民、事業者等へ啓発するとともに、次の世代を担う小中学生

を対象に浄化槽の絵画募集やそれを活用した啓発資材の作成等を通して、より

身近な浄化槽としての普及に取り組む。

  ア 浄化槽に関する道民啓発

  （ア）普及啓発用のポスター絵画の募集や啓発資材の作成等

  （イ）パネル展等の開催及び環境教育事業等への支援

  （ウ）ホームページを活用した情報発信

  イ 会員や行政機関等との情報の共有及び会員ニーズの把握等

  （ア）会報等の作成及び浄化槽関連情報の提供

  （イ）アンケート等による会員及び関係者ニーズの把握

  ウ 浄化槽の適正管理や事務手続きに関する助言等

（２）法定検査

   浄化槽の適正な維持管理等を図るため、法定検査を通した管理者への助言等

に努めるとともに、浄化槽の信頼性確保の観点から、検査データの電子化、未

受検者に対する法定検査の事前案内や啓発資材の活用及び行政機関との連携

並びに検査事業の計画的・効率的な実施に取り組む。

   また、無届浄化槽等を排除するため、行政機関やメーカー等との連携を深め

るほか、行政台帳との整合性に努めるなど、情報の共有に取り組む。

  ア 検査体制の充実

  （ア）計画的な検査事業の推進

計画検査基数  ６０，７７６基      ７条検査  １，４７６基

                        １１条検査 ５９，３００基

  （イ）検査体制の整備

     検査員班体制  ４７班  ４７人 

  イ 浄化槽の法定検査に関する信頼性の確保

  （ア）受検率向上の工夫

  （イ）検査データ等の電子化の推進・管理

  （ウ）法定検査における管理体制の充実

  ウ 市町村等との情報の共有化に向けた取り組みの推進
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（３）公益社団法人としての取り組みの推進

   本道の恵まれた水環境を保全し、公衆衛生の向上を図る観点から、浄化槽分 

  野における公益法人としての役割と体制づくりの充実に取り組む。

  ア 法定検査や普及啓発等に必要な事務・事業の推進

  イ 公益事業運営委員会の審議等を踏まえた公正な検査体制の充実

  ウ 職員研修等を通した人材の育成及び技術等習得の場の提供

  エ 中長期的な視点に立った公益事業の着実な推進及び時代等に即した事業

展開と見直し並びに会員団体としての人材育成

（４）魅力ある協会づくりの推進

   公益法人としての協会づくりに加え、会員を視野に入れた魅力ある協会づく

りを進めるため、会員ニーズ等を踏まえた事務・事業の工夫や情報提供などに

取り組むとともに、新規会員の加入の促進を図る。

  ア 新規会員の加入促進

  イ 魅力ある協会づくり

  （ア）地域の会員・従業員が参加する研修・協議の場の提供

  （イ）若手会員等を視野に入れた事業展開

  （ウ）浄化槽関連情報の提供、助言及び事務対応

  （エ）斡旋物資の提供・販売

  ウ 永年勤続等功労者の表彰

（５）関係者の資質の向上

   道民の信頼に応える協会づくりを推進するため、業界関係者等を対象とした

技術の習得、研鑽の場として、研修会や講習会を開催する。

  ア 浄化槽業界関係者を対象とした講習会等の開催

  イ 役職員を対象とした研修会等の開催
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（６）関係団体等との連携

   浄化槽を取り巻く諸問題を解決し、限りある水資源の保護とその役割を担う

浄化槽の利活用を促進するため、一般社団法人全国浄化槽団体連合会や公益財

団法人日本環境整備教育センター等との連携を密にするとともに、道内の環境

関連団体で構成する廃棄物処理団体懇話会との協働事業等を通して、情報共有

や関連事業の推進に取り組む。

   また、法定検査の円滑な事業運営を図るため、行政機関や指定検査機関連絡

協議会等全国組織との連携に努める。

  ア 一般社団法人全国浄化槽団体連合会との連携強化

  （ア）浄化槽整備事業等の関連予算の確保に向けた要望 

  （イ）各種行事への参画及び情報共有等 

  （ウ）浄化槽整備事業や地球温暖化対策事業等の推進

  イ 関係する団体や機関との連携強化及び事業等への参画

  ウ 行政機関との連携等

  （ア）法定検査事業の推進及び受検率向上に係る管理者指導等への連携

  （イ）浄化槽業界の育成に向けた連携・協力等

  （ウ）浄化槽関連情報の共有化

  （エ）各種会議等の開催に係る連携と参画

（７）浄化槽の整備事業及び機能保証制度の普及促進

   汚水処理人口の普及率の向上及び合併処理浄化槽への転換を進めるため、関

係する団体や行政機関との連携・協力を進めるとともに、浄化槽の信頼性確保

の観点から、機能保証制度の普及と充実に取り組む。

  ア 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に係る啓発の推進

  イ 機能保証制度に関する普及啓発や登録事業の推進及び審査体制の充実
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　　　　　　　租税公課 1,886,243 2,013,902 ▲ 127,659
　　　　　　　諸謝金 1,184,891 1,174,881 10,009

　　　　　　　保険警備費 394,468 384,468 10,000

　　　　　　　燃料光熱水費 2,681,638 2,681,638 0

　　　　　　　自動車保険料 0 0 0

　　　　　　　修繕費 730,000 730,000 0

　　　　　　　賃借料 6,040,000 5,940,000 100,000

　　　　　　　通信運搬費 15,757,000 15,710,000 47,000

　　　　　　　印刷製本費 3,267,000 3,015,000 252,000

▲ 1,545,427

100,000 100,000

19,480,375

　　　　　　　消耗品費 13,290,000 11,770,000 1,520,000

4,000

　　　　　　　教育講習等費 0 0 0

815,000　　　　　　　貸倒償却・引当損 819,000

　　　　　　　雑費 1,652,000

6,306,827
24,381,263

1,352,000 300,000
100,000

　　　　　　　減価償却費

　　　　　　　代行事務手数料

416,000 0
0

4,900,888
　　　　　　　退職給付引当金繰入額 4,761,400

　　　　　　　図書印刷物取扱費 1,900,000 1,900,000 0

　　　　　　　保証登録料 416,000
　　　　　　　調査費

　　　　　　　検査員養成費 650,000 1,950,000 ▲ 1,300,000

　　　　　　　広報費 790,000 790,000 0

7,600,000 7,500,000

　　　　　　　協議会費 140,000 131,000 9,000

　　　　　　　講習会等費 1,100,000 850,000 250,000

　　　　　　　旅費交通費 50,172,000 48,209,000 1,963,000
　　　　　　　研修会費 1,000,000 1,000,000 0

　　　　　　　図書印刷物取扱収益 3,300,000 3,500,000 ▲ 200,000
　　　　　　　講習会等収益 1,950,000 1,050,000 900,000

　　　　　受取会費 12,528,000 12,768,000 ▲ 240,000

　　　　　　　教育講習等収益 0 700,000 ▲ 700,000

　　　　　　　車両経費 13,280,000 12,640,000 640,000

　　　　　　　会議費 1,200,000 1,125,000 75,000
　　　　　　　中退共掛金 11,044,174 10,702,174 342,000
　　　　　　　福利厚生費 946,668 937,488 9,180
　　　　　　　法定福利費 51,168,212 48,378,456 2,789,757

　　（２）経常費用

　　　　　　　給料手当 317,913,717 302,705,891 15,207,826

　　　　経常収益計 535,941,080 528,452,000 7,489,080

　　　　　事業費 536,265,674 510,709,100 25,556,574

0

▲ 2,920

　　　　　　　雑収益 230,000 230,000

▲ 318,000

　　　　　　　受取利息 1,080 4,000 ▲ 2,920
　　　　　雑収益 231,080 234,000

0

0
　　　　　　　受取民間助成金 1,466,000 1,784,000

8,050,000

　　　　　受取補助金等 1,466,000 1,784,000 ▲ 318,000

0

　　　　　　　保証登録料収益 4,016,000 4,016,000 0

　　　　　　　検査事業収益 512,350,000 504,300,000

0

　　　　　事業収益 521,616,000 513,566,000 8,050,000
　　　　　　　賛助受取会費 96,000 96,000

0

　　　　　　　受取入会金 100,000 100,000 0
　　　　　受取入会金 100,000 100,000
　　　　　　　 0 0 0
　　　　　特定資産運用益 0 0
　　（１）経常収益
　１．経常増減の部

収支予算書（損益ベース）

科目 予算額 前年度予算額 差異

２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

備考

　　　　　　　正会員受取会費 12,432,000 12,672,000 ▲ 240,000

Ⅰ　一般正味財産増減の部
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科目 予算額 前年度予算額 差異 備考

　　　　　　　車両経費 161,000 0

　　　　　　　会議費 820,000 820,000
800,000

　　　　　　　協議会費 540,000 0

　　　　　　　通信運搬費 411,000 321,000 90,000
161,000

　　　　　　　旅費交通費 910,000 910,000 0

0

540,000

　　　　　　　消耗品費 400,000 400,000 0

　　　　　　　中退共掛金 67,826 67,826 0
　　　　　　　総会費 650,000 650,000 0

　　　　　　　法定福利費 414,814 407,878 6,936
　　　　　　　福利厚生費 203,332 202,512 820

　　　　　　　給料手当 2,577,283 2,552,109 25,174

　　　　　　　諸謝金 455,109 455,119 ▲ 9
　　　　　　　租税公課 78,757 91,098 ▲ 12,341

　　　　　　　保険警備費 24,532 24,532 0
　　　　　　　自動車保険料 50,000 72,000

　　　　　　　燃料光熱水費 68,362 68,362 0
　　　　　　　賃借料 56,000 56,000 0

　　　　　　　交際費 200,000 200,000 0

　　　　　　　理事会費 800,000

0

▲ 22,000

0

　　　　　　　修繕費 155,000 155,000

　　　　　　　慶弔費 200,000 200,000

0

5,158,997
　　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 353,980,885 348,821,887

　　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　　一般正味財産期末残高 353,980,885 348,821,887 5,158,997
　　　　　一般正味財産期首残高 364,268,079 340,963,488 23,304,591
　　　　　当期一般正味財産増減額 ▲ 10,287,194 7,858,399 ▲ 18,145,594
　　　　　当期経常外増減額 60,000 60,000 0
　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　　固定資産除却損 0 0 0
　　　　　固定資産売却損
　　（２）経常外費用 0 0 0

　　　　経常外収益計 60,000 60,000 0

　　　　　雑収益（経常外） 60,000 60,000 0

　　（１）経常外収益 60,000 60,000 0
　２．経常外増減の部

　　　　　当期経常増減額 ▲ 10,347,194 7,798,399 ▲ 18,145,594

　　　　経常費用計 546,288,274 520,653,601 25,634,674
　　　　　　　貸倒償却・引当損 0 1,907 ▲ 1,907
　　　　　　　退職給付引当金繰入額 38,600 53,173 ▲ 14,573
　　　　　　　減価償却費 319,985 319,985 0
　　　　　　　雑費 421,000 415,000 6,000

　　　　　管理費 10,022,600 9,944,501 78,100
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0 0 0 394,468　　　　　　　保険警備費 394,468 394,468 0 0

0 0 0 6,040,000　　　　　　　賃借料 6,040,000 6,040,000 0 0

0 0 0 2,681,638　　　　　　　燃料光熱水費 2,681,638 2,681,638 0 0

0 77,000 0 3,267,000　　　　　　　印刷製本費 3,190,000 3,190,000 0 77,000

0 0 0 730,000　　　　　　　修繕費 730,000 730,000 0 0

0 0 0 13,290,000　　　　　　　消耗品費 13,290,000 13,290,000 0 0

0 144,000 0 15,757,000　　　　　　　通信運搬費 15,613,000 15,613,000 0 144,000

0 0 0 13,280,000　　　　　　　車両経費 13,280,000 13,280,000 0 0

0 500,000 0 50,172,000　　　　　　　旅費交通費 49,672,000 49,672,000 250,000 250,000

0 0 0 1,000,000　　　　　　　研修会費 1,000,000 1,000,000 0 0

0 0 0 140,000　　　　　　　協議会費 140,000 140,000 0 0

0 487,500 0 1,200,000　　　　　　　会議費 712,500 712,500 12,500 475,000

0 67,826 0 11,044,174　　　　　　　中退共掛金 10,976,348 10,976,348 36,522 31,304

0 2,734 0 946,668　　　　　　　福利厚生費 943,934 943,934 1,352 1,382

0 340,345 0 51,168,212　　　　　　　法定福利費 50,827,868 50,827,868 168,260 172,085

0 0 0 0　　　　　　　退職給付費用 0 0 0 0

0 2,114,585 0 317,913,717　　　　　　　給料手当 315,799,132 315,799,132 1,045,412 1,069,173
　　　　　事業費
　　（２）経常費用

0 7,472,000 12,006,080 535,941,080　　　　経常収益計 516,463,000 516,463,000 5,250,000 2,222,000

0 150,000 80,000 230,000　　　　　　　雑収益 0 0 0 150,000

0 0 80 1,080　　　　　　　受取利息 1,000 1,000 0 0

0　　　　　雑収益
0

0 0 1,466,000 1,466,000　　　　　　　受取民間助成金 0 0 0 0

0　　　　　受取補助金等
0

0 0 0 4,016,000　　　　　　　保証登録料収益 4,016,000 4,016,000 0 0

0 3,300,000 0 3,300,000　　　　　　　図書印刷物取扱収益 0 0 3,300,000 0

0 1,950,000 0 1,950,000　　　　　　　講習会等収益 0 0 1,950,000 0

0 0 0 0　　　　　　　教育講習等収益 0 0 0 0

0 0 0 512,350,000　　　　　　　検査事業収益 512,350,000 512,350,000 0 0

0　　　　　事業収益
0 2,072,000 10,360,000 12,528,000　　　　　　　受取会費 96,000 96,000 0 2,072,000

0　　　　　受取会費
0 0 100,000 100,000　　　　　　　受取入会金 0 0 0 0

0　　　　　受取入会金
0 0 0 00 0 0 0

　　　　　特定資産運用益
　　（１）経常収益
　１．経常増減の部
Ⅰ　一般正味財産増減の部

公（水環境） 小計 収1（講習販売） 他1（扶助） 共通 小計

収支予算内訳表（損益ベース）
２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

科目
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計 内部取引消去 合計
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公（水環境） 小計 収1（講習販売） 他1（扶助） 共通 小計
科目

公益目的事業会計 収益事業等会計
法人会計 内部取引消去 合計

0 ▲ 74,685 1,983,480 ▲ 10,347,194　　　　　当期経常増減額 ▲ 12,255,989 ▲ 12,255,989 244,795 ▲ 319,480

0 7,546,685 10,022,600 546,288,274　　　　経常費用計 528,718,989 528,718,989 5,005,205 2,541,480

0 0 0　　　　　　　貸倒償却・引当損 0

0 38,600 38,600　　　　　　　退職給付引当金繰入額 0

0 319,985 319,985　　　　　　　減価償却費 0

0 421,000 421,000　　　　　　　雑費 0

0 0 0　　　　　　　支払利息 0

0 200,000 200,000　　　　　　　慶弔費 0

0 200,000 200,000　　　　　　　交際費 0

0 78,757 78,757　　　　　　　租税公課 0

0 455,109 455,109　　　　　　　諸謝金 0

0 50,000 50,000　　　　　　　自動車保険料 0

0 24,532 24,532　　　　　　　保険警備費 0

0 56,000 56,000　　　　　　　賃借料 0

0 68,362 68,362　　　　　　　燃料光熱水費 0

0 0 0　　　　　　　印刷製本費 0

0 155,000 155,000　　　　　　　修繕費 0

0 400,000 400,000　　　　　　　消耗品費 0

0 411,000 411,000　　　　　　　通信運搬費 0

0 161,000 161,000　　　　　　　車両経費 0

0 910,000 910,000　　　　　　　旅費交通費 0

0 540,000 540,000　　　　　　　協議会費 0

0 820,000 820,000　　　　　　　会議費 0

0 800,000 800,000　　　　　　　理事会費 0

0 650,000 650,000　　　　　　　総会費 0

0 67,826 67,826　　　　　　　中退共掛金 0

0 203,332 203,332　　　　　　　福利厚生費 0

0 414,814 414,814　　　　　　　法定福利費 0

0 0 0　　　　　　　退職給付費用 0

0 2,577,283 2,577,283　　　　　　　給料手当 0

0　　　　　管理費
0

0 0 0 819,000　　　　　　　貸倒償却・引当損 819,000 819,000 0 0

0 31,670 0 4,761,400　　　　　　　退職給付引当金繰入額 4,729,730 4,729,730 15,657 16,013

0 0 0 24,381,263　　　　　　　減価償却費 24,381,263 24,381,263 0 0

0 0 0 416,000　　　　　　　保証登録料 416,000 416,000 0 0

0 0 0 100,000　　　　　　　調査費 100,000 100,000 0 0

0 1,900,000 0 1,900,000　　　　　　　図書印刷物取扱費 0 0 1,900,000 0

0 190,000 0 790,000　　　　　　　広報費 600,000 600,000 0 190,000

0 1,100,000 0 1,100,000　　　　　　　講習会等費 0 0 1,100,000 0

0 0 0 0　　　　　　　教育講習等費 0 0 0 0

0 0 0 1,652,000　　　　　　　雑費 1,652,000 1,652,000 0 0

0 0 0 0　　　　　　　支払利息 0 0 0 0

0 0 0 7,600,000　　　　　　　代行事務手数料 7,600,000 7,600,000 0 0

0 0 0 650,000　　　　　　　検査員養成費 650,000 650,000 0 0

0 378,000 0 1,886,243　　　　　　　租税公課 1,508,243 1,508,243 369,000 9,000

0 213,025 0 1,184,891　　　　　　　諸謝金 971,866 971,866 106,502 106,523

0 0 0 0　　　　　　　自動車保険料 0 0 0 0
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公（水環境） 小計 収1（講習販売） 他1（扶助） 共通 小計
科目

公益目的事業会計 収益事業等会計
法人会計 内部取引消去 合計

0 6,897,941 118,844,024 353,980,885Ⅲ　正味財産期末残高 228,238,920 228,238,920 4,152,546 2,745,395

0 0 0 0　　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0

0　　　　　指定正味財産期首残高 0

0　　　　　当期指定正味財産増減額 0
Ⅱ　指定正味財産増減の部

0 6,897,941 118,844,024 353,980,885　　　　　一般正味財産期末残高 228,238,920 228,238,920 4,152,546 2,745,395

0 7,048,251 116,860,544 364,268,079　　　　　一般正味財産期首残高 240,359,284 240,359,284 3,983,376 3,064,875

0 ▲ 150,310 1,983,480 ▲ 10,287,194　　　　　当期一般正味財産増減額 ▲ 12,120,364 ▲ 12,120,364 169,170 ▲ 319,480

0 ▲ 75,625 0 0　　　　　他会計振替額 75,625 75,625 ▲ 75,625 0

0 0 0 60,000　　　　　当期経常外増減額 60,000 60,000 0 0

0 0 0 0　　　　経常外費用計 0 0 0 0

0 0 0 0　　　　　固定資産除却損 0 0 0 0
　　　　　固定資産売却損
　　（２）経常外費用

0 0 0 60,000　　　　経常外収益計 60,000 60,000 0 0

0 0 0 60,000　　　　　雑収益（経常外） 60,000 60,000 0 0

　　（１）経常外収益
　２．経常外増減の部
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